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I 総 評 

基準1 教育理念・目的・育成人材像 

国際理容美容専門学校（以下「当該専門学校」という。）は、学校法人国際共立学園（以下「設置法人」 

という。）が、東京都荒川区東日暮里に設置する理容師、美容師、ェステティシャンなどの美容関連業務の

人材を育成する専門学校である。 

当該専門学校は、昭和 4(1929）年に設立された教育機関「国際理容協会」を起源としており、その教育

方針は、それまで古い職人慣習の中で継承されていた理容・美容の技術を「理論と技術を研究し、新たな

教育システムをつくって指導する。」というもので、この精神は、専門技術だけでなく幅広い視野を持つ人間

性豊かな人材を育てるという当該専門学校の教育に引き継がれている。 

その後、国際高等理容美容学校を経て、昭和 51(1976）年に現在の専門学校へと発展し、修業年限の 

2 年制化への対応や修業年限 3 年制の高等課程の開設、海外研修の導入など、社会環境の変化に的確

に対応した教育システムの開発に取組んでいる。 

当該専門学校は、現在、2 年制の理容科、美容科、ビジネス美容科の 3 科を設置し、1年制専門課程と

してビューティアーティスト科及び 3年制の高等課程の美容高等科を設置し、在籍者数は、平成 27 (2015) 

年 5 月 1日現在、503 名である。 

なお、3 年制高等課程の美容高等学科は、文部科学大臣が指定した大学入学資格付与指定学科であ

り、美容師の資格取得を目指しながら、普通科目も履修する教育課程を編成しており、高等学校同様、後

期中等教育機関としての役割も果たしている。 

経営理念は、「ビューティービジネスを高度化する専修学校を設置し、人間性豊かな資質の高い職業人

を育成し、生活文化の向上を図り社会に貢献する」としている。また、教育理念は、「専門技術の基礎ととも

に膜教育を実践し、社会人として資質の高い技術者の養成」、「多面的に行動できる素養と能力の育成」、 

「ビューティークリエイターとしての高度化、国際化に対応した応用力、創造力の育成」、「ビューティービジ

ネスの発展に挑戦する意欲と能力の育成」としている。 

当該専門学校は目指す教育を 3 つのキーワードに表現している。1つ目に、専門的知識・技術・技能の

付与とともに周囲への気配り・心配りなど、人間力を高めるための［朕］である。2 つ目は、ビューティークリエ

イターとして創造させる機会を多く設け、美を表現するための［創造］である。3 つ目は、実践的な技能技術

を身につけさせ、自信を持って働ける即戦力となる［実学］である。 

これら教育理念等は、教務規程に規定し、学校案内、学生手帳への掲載を通して教職員、学生、生徒

に周知している。 

当該専門学校では、さらに、業界のニーズなどを考慮した長期的な展望が必要であり、また、学校関係

者評価委員会、教育課程編成委員会などにおける外部の意見を有効に活用するなど産学連携体制をさ

らに強化することが重要であるとしている。 

現在、理容及び美容業界をとりまく環境は、大きく変化しており、理容、美容の業務範囲も多様化・高度

化している。そのような状況の中、厚生労働省の養成指定施設として、資格制度の位置づけも含め、高い

衛生意識をもち、時代の要請に応える高度な専門技術を持った人材育成に対する当該専門学校の取組

みは評価できる。 
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基準2 学校運営 

運営方針は、年度当初において、理事長・校長が教職員会議において発表し、月ごとに開催される教

職員会議や教職研修等で確認されている。この方針に基づき、各部署、個人の目標を定め実行に移して

いる。教職員は、朝礼時には、教職員に配付されたクレド（指針）を読み上げ、理解を深めている。 

設置法人の方針は、年度当初に、中期（3,-,5 年）、短期（1--3 年）の目標を発表し周知を図っている。 

事業計画・予算は、理事会・評議員会において決定され、計画実施にあたっては、必要に応じて各部署か

ら横断的に編成したプロジェクトチームを立ち上げ事業執行している。 

運営組織は、理事会・評議員会を意思決定機関とし、以下、組織体制、業務分掌、委員会構成等を整

備し学校運営にあたっている。 

当該専門学校は、学生の利便性を考慮し、学科ごとに校舎を分けているが、学校全体の情報共有とい

った面では、改善の必要性があるとしており、連絡態勢の確保など早急な取組みが期待される。 

教員の採用にあたっては、設置基準及び関連法令に基づいた有資格者を、知識・技能・教授力及び経

験年数などを加味して採用している。人事給与制度については、今後、人事考課制度を導入し、組織体

制強化に取組むとしている。 

また、意思決定は、案件により、現場での判断で個々に対応することがあるため、今後、規程等を整備し、 

適正な運用に取組むとしている。 

情報システムについては、ネットワーク管理を一元化しており、クラウドシステムの利用など教職員全体が、 

安定的に情報共有できる環境を整備している。セキュリティ対策として、取扱う情報により部署、役職単位

でアクセス権限を制限している。 

基準3 教育活動 

学科ごとに取得目標の資格を設定しており、資格取得の支援策として、模擬試験、補習などの充実に努

めている。また、入学当初に宿泊によるオリエンテーションを実施し、学校の方針、将来設計、協調・行動に

ついて徹底指導し、学生の学習へのモチベーション強化を図っている。 

教育課程は、養成指定施設として必要な科目を適切に履修できるよう編成し、外部意見として、教育課

程編成委員会等の提言を取り入れ、業界からのニーズに的確に対応するよう努めている。到達目標はシラ

バスに明記している。 

キャリア教育については、キャリアサポートプログラムを策定し、就職ガイダンス、企業説明会、就職支援

講座等において実施している。 

授業評価として、学校関係者評価等を通して外部意見を聴取しているが、学生に対する授業アンケート

等による評価は実施しておらず、アンケート調査の実施については今後検討するとしている。学生による授

業評価から得られる情報は教育システムの確立・見直しに有用であることから早急な取組みに期待したい。 

成績の評価基準は、教務内規を定め、学生手帳等に明記し、常に学生が確認できるようにしている。卒

業判定は、卒業認定基準を定め、卒業認定会議により適正に判定している。 

在校生のコンテスト参加に対しては、コンテストワーキンググループを設置し、コンテストごとに担当責任

者を配置して積極的に支援している。 

資格取得に向けて、国家試験受験対策の授業など支援体制を整えており、不合格で卒業した者に対し

ても、在校生と同様に当該授業を受講することができる。 
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教員の採用は、設置基準及び関連法令に基づき、有資格者を対象として面接や実技試験を行い、当該

専門学校が求める人材の確保に努めている。教員の研修については、学内の新人研修を実施し、外部関

連団体の主催する研修へ参加させるなど教職員の資質向上に取組んでいる。 

教員の組織体制は、各学科に責任者を配置し、学科間の情報共有に努めているが、授業改善に組織的

に取組むためには、教員間の連携体制の強化が望まれる。 

基準4 学修成果 

就職支援については、就職指導部が情報収集を行い、各学科への情報提供に努めるとともに美容院・

美容室・サロン（以下「サロン」という。）関係者による就職ガイダンス、学内における企業説明会などを実施

している。 

当該専門学校では、学生の就職先となるサロン関係者との連携を深めることにより、多くの就職先の情報

を収集していることが着実に就職率向上につながっており評価できる。 

資格取得については、国家試験合格率 100％を目指し、支援体制を整えている。不合格者についても、 

フオローアップ授業への参加を呼びかけている。これらの対策の結果、過去 3 カ年の国家試験合格率は、 

ほぼ全国平均を超える水準になっている。 

卒業生の情報収集については、今後、同窓会活動を中心に、情報交換・共有が活発に行えるような環境

を整備するとしている。 

基準5 学生支援 

就職指導は、就職指導部と担任が連携し行っている。就職指導部が学生に意識調査を実施し、就職に

関するガイダンス、就職説明会等を実施している。また、就職指導部は、各学科、学生の就職に必要な情

報提供を行い、学生への個別面談は、主に担任教員が行っている。 

中途退学者の低減を図るため、入学決定者に対して入学前授業を実施し、当該専門学校の教育内容、 

指導体制などについて理解を深めることに努めている。 

入学後の学習面や心理面でのサポートについては、学生との面談の機会を多くしているが、専任カウン

セラーは配置していないが、学校内外のカウンセリングに関する研修会等に積極的に教員を参加させ、ス

キルアップを図っている。さらに、学生のメンタルヘルスについては、産業医と業務委託契約を締結し、学

生のカウンセリング指導について対応している。 

経済的支援では、各種の奨学金制度について説明会を開催している。 

学生の健康管理については、毎年定期健康診断を実施している。遠隔地から就学する学生に対し、学

生寮運営会社と提携し近隣の入居できる学生寮を紹介している。 

クラブ活動については、現在、卓球部と野球部が活動しており、関連団体が主催する大会にも参加して

おり、学生傷害保険にも加入し、不測の事態における補償面でも配慮している。 

保護者との連携は、年に1回育友会（保護者会）総会を開催し、その際、授業参観、保護者面談も実施

している。高等課程の生徒に対しては、学期ごとに保護者面談を実施している。 

卒業生支援では、講演会や業界向けセミナーを実施しており、再就職については、面談の上、就職を斡

旋している。 

社会人のニーズへの対応では、厚生労働省の専門実践教育訓練給付金制度を利用した学生の受け入

れの体制はあるが、利用実績が少ないため、さらなる周知が必要であるとしている。 

-45- 



基準6 教育環境 

施設設備は、設置基準及び関係法令に従って整備している。設備の管理及び防犯管理は、外部に委

託している。特に建物管理については、複数の業者に委託し、緊急修繕にも対応している。 

海外研修は任意参加であるが、理容、美容系学科は、ョーロッパ研修を実施し、ビジネス美容科は、ョー 

ロッパのエステサロンにおける研修を実施している。両研修では、実技を多く取り入れ、先進技術を直接学

べる機会となっている。 

理容科、美容科のサロンにおけるインターンシップは、1年次の冬期に行っており、ビジネス美容科は、学

内のサロン兼実習施設で、来客実習を行っている。 

防災の組織体制は、防災・災害対策ワーキンググループを組織し、緊急時の避難誘導が円滑に出来るよ

う毎年避難訓練を行っている。 

建物の耐震基準は、それぞれの建築時の基準に準じており、チェックリストを活用し、点検体制を整えてい

る。大規模災害時の対応として学生・教職員の非常食などを備蓄している。 

特別な管理が必要な危険物は保管していないが、共通の教材、用具などは、カギ付きの倉庫に保管し、 

各倉庫には責任者を配置している。 

基準7 学生の募集と受入れ 

各種の進学説明会や相談会へ参加し、高等学校等へ情報提供している。学内においても高等学校の

教員向けの説明会や保護者向けの説明会などを開催している。 

また、業界の最新の情報を掲載した業界通信を、希望に応じ高等学校等にFAXで配信している。 

入学希望者の進路選択時に対応できるよう、願書受付等適切な時期に設定しており、入学前教育にも

取組んでいる。学校案内やホームページは、正確な情報に基づき、理解しやすいよう内容を編集している。 

学校説明会等は、より多く参加できるように、実施時期を設定している。 

当該専門学校は、留学生を受け入れているが、現在、在学生は少数にとどまっている。業界全体の国際

化の流れの中で、当該専門学校における留学生への教育にも期待したい。 

基準8 財 務 

設置法人の貸借対照表等の財務数値は、おおむね良好であり、財務基盤に特段の問題はないと考え

られる。 

一方、当該専門学校は、収入面では、定員の充足の低迷が続いており、支出面においても、人件費比

率が全国平均に比して高く、教育研究費比率も上昇傾向にある。その結果、単年度の収支は、支出超過

となっている。収容定員の充足等、年度の収支改善に向け、早急な対策を図ることが望まれる。 

事業計画・予算の決定プロセスは、明確になっているが、将来構想は、抽象的な表現にとどまっており、 

定量的かつ具体的な計画の策定が望まれる。事業計画についても中長期計画と予算の関連性を明確に

した計画の策定が望まれる。 

監査は、寄附行為等に基づき適正に行われている。また、公認会計士による監査も適宜実施しており、 

助言を受け、適切な会計処理に努めている。 

財務書類閲覧規程を整備し、規定により情報開示し、財務関係書類は、ホームページに掲載している。 
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基準9 法令等の遵守 

専修学校設置基準及び関係法令を遵守し、学校運営を行っている。また建物・設備、消防等に関しても

関係法令、指定基準を遵守し、適正に運用している。 

個人情報保護に関しては、個人情報保護規程を定め、教職員が適切に対応できるよう、教職員会議等

で周知している。 

特にソーシャルメディアの利用に関しては、適正な利用が図られるよう独自のガイドラインを策定し啓発

に取組んでいる。 

自己点検自己評価及び学校関係者評価については、毎年度取組んでおり、評価結果は報告書として、 

ホームページで公表している。評価結果については、後援会（支援サロン）や育友会（保護者会）の役員に

も内容を伝えており、学校運営、教育活動の改善に活用している。 

職業実践専門課程の認定学科における基本情報等は、ホームページに掲載し公表している。 

教育情報公開にあたっては、社会全般に情報発信可能なホームページの活用が重要と考えており、普

及が進んでいるスマートフオン対応のホームページを今後強化することにしている。 

基準10 社会貢献・地域貢献 

当該専門学校では、CSR（企業等の社会的責任）委員会を設け、ワーキンググループ別に地域貢献・

社会貢献活動を実践している。 

荒川区の委託による区民に対するネイルメイク講座、小学校の文化祭におけるハンドマッサージ体験な

ど、積極的な活動を展開している。 

ボランティア活動においてもCSR委員会が主体となり、近隣の高齢者施設での美容指導や、地域のお祭

りでのブース参加、子育て世代のノぐノぐママスクール、がん啓発イベントで、ハンドマッサージのサービスなど

実践している。 

これらの活動には、希望者を募り学生・生徒も参加させており、活動への意欲は非常に高く、就職後にも

生かせる体験の場として、通常の授業では得る事の出来ない教育効果を上げている。 
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立 中項目の評価結果 

基準1 教育理念・目的・育成人材像 

1-1 理念・目的・育成人材像 

可
  

当該専門学校の経営理念は「ビューテイービジネスを高度化する専修学校を設置し、人間性

豊かな資質の高い職業人を育成し、生活文化の向上を図り社会に貢献する」としている。 

また、教育理念は、「専門技術の基礎とともに朕教育を実践し、社会人として資質の高い技術

者の養成」、「多面的に行動できる素養と能力の育成」、「ビューテイークリエイターとしての高度

化、国際化に対応した応用力、創造力の育成」、「ビューテイービジネスの発展に挑戦する意欲

と能力の育成」としている。 

年度当初に、理事長・校長から理念に基づいた経営・教育方針を発表し、教職員会議、学生

指導等を通して、学校の方針の理解促進を図っている。 

また、保護者ほか、ステークホルダーに対しては、育友会（保護者会）や後援会等を通して、 

学校の方針にっいて説明している。 

現在、理容及び美容業界をとりまく環境は、大きく変化しており、理容、美容の業務範囲も多

様化・高度化している。そのような状況の中、厚生労働省の養成指定施設として、資格制度の

位置づけも含め、高い衛生意識をもち、時代の要請に応える高度な専門技術を持った人材育

成に対する当該専門学校の取組みは評価できる。 

基準2 学校運営 

2-2 i E営方針 

可
  

年度当初に理事長、校長から教職員会議において運営方針を発表し、方針の周知のため、 

教職員研修や月単位で実施される教職員会議で確認されている。方針に基づき各部署や個人

は目標を定め、実行に移している。 

情報を正確に発信するため、教職員の朝礼では、各教職員が配布されたクレド（信条寸旨針） 

を読み上げ、取組みの事例を交え発表し、理解を深めている。 

2-3 事業計画 

可
  

当該専門学校は、年度当初に法人指針として中期（3-'.-,5 年）、短期（1-3 年）の目標を発表

し、今後の学校の取組みにっいて周知を図っている。 

年度ごとの事業計画・予算にっいては、理事会・評議員会によって決議され、職員会議等に

おいて各教職員に伝達している。 

計画実施にあたっては、必要に応じて各部署により横断的に編成されたプロジエクトチームを

立ち上げ、事業執行にあたっている。 
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2-4 運営組織 

可
  

理事会・評議員会は、寄附行為に基づき適正に開催されている。 

組織の役割分担にっいては、自己評価にもあるように部分的に未整理であったが、現在は、組

織図、業務分掌、委員会構成表により整理され、改善が図られている。 

当該専門学校は、学科ごとに校舎を分けており、学校全体の情報共有には改善の必要性が

あるとしており、連絡態勢の確保など早急な取組みが期待される。 

2-5 人事・給与制度 

可
  

教員の採用にあたっては、設置基準及び関連法令に基づいた有資格者を、知識・技能・教

授力及び経験年数などを考慮して採用している。 

人事給与制度にっいては、今後、人事考課制度を導入し、組織体制強化に取組むとしてい

る。 

2-6 ; ま思決定システム 

可  

意
思
決
定
は
、
案
件
に
よ
り
、
現
場
で
の
判
断
で
個
々
に
対
応
す
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
規
程
等
を
整
備
し
、
 

適
正
な
運
用
に
取
組
む
と
し
て
い
る
。
 

具
体
的
に
は
、
手
続
き
の
簡
素
化
を
図
る
こ
と
も
含
め
、
業
務
分
掌
を
定
め
、
各
部
署
の
業
務
分
担
や
決
定
 

権
限
の
範
囲
を
明
確
に
規
定
す
る
な
ど
の
取
組
み
を
始
め
て
お
り
、
学
内
ル
ー
ル
の
規
程
等
に
よ
る
明
文
化
 

に
向
け
た
一
層
の
取
組
み
に
期
待
す
る
。
 

2-7 情報システム 

可  

情
報
シ
ス
テ
ム
に
っ
い
て
は
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
管
理
を
一
元
化
し
て
お
り
、
ク
ラ
ウ
ド
シ
ス
テ
ム
の
利
用
な
ど
教
 

職
員
全
体
が
、
安
定
的
に
情
報
共
有
で
き
る
環
境
を
整
備
し
て
い
る
。
セ
キ
ュ
リ
テ
イ
対
策
と
し
て
、
取
扱
う
情
 

報
に
よ
り
部
署
、
役
職
単
位
で
ア
ク
セ
ス
権
限
を
制
限
し
て
い
る
。
 

基準3 教育活動 

3-8 目標の設定 

可
  

学科ごとに教育目標・育成人材像を定め、取得を目指す資格を明確にしている。 

資格取得目標 100％を達成するため、学科ごとに、模擬試験、補講、補習など体系化した指

導を行っている。 

職業人意識を高めるため、入学当初より宿泊によるオリエンテーションを実施し、学校の方

針、将来設計、協調・協働にっいて学び、学校独自の「朕」教育の徹底と、学生との共通理解を

深めている。 
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3-9 教育方法・評価等 

可
  

教育課程は、養成指定施設を卒業するために必要な必修科目、選択科目を適切に履修でき

るように編成しており、その学習内容、時間数等が明確に規定している。到達目標は、シラバス

に明記している。教育課程編成委員会からの提言をうけ、適宜、業界からのニーズ、意見を教

育課程の編成、改善に反映するよう取組んでいる。 

キャリア教育にっいては、キャリアサポートプログラムを策定し、就職ガイダンス、企業説明会、 

個人面談、就職支援講座等を通して指導している。 

授業評価として、学校関係者評価等を通して外部意見を聴取しているが、学生に対する授業

アンケート等による評価は実施しておらず、アンケート調査の実施にっいては今後検討するとし

ている。学生による授業評価から得られる情報は、教育システムの確立・見直しに有用であるこ

とから早急な取組みに期待したい。 

3-10 成績評価・単位認定 

可
  

成績評価基準にっいては、教務内規に定められており、学生手帳にも明記し、学生が常に確

認できるようにしている。卒業認定は、卒業認定基準を明確に定めており、卒業認定会議におい

て適正に審議し決定している。 

在校生のコンテスト参加にっいては、コンテストワーキンググループを設置し、ニに／テスト毎に担

当責任者を配置し、情報を集約して各学科に情報を提供している。コンテスト終了後は、活動の

記録をとりまとめ、ホームページ上で公表している。 

3-1 1 資格・免許の取得の指導体制 

可  

理
容
師
免
許
取
得
、
美
容
師
免
許
取
得
、

C
I
D
E
S
C
O

国
際
ラ
イ
セ
ン
ス
の
必
要
性
、
 
有
効
性
に
っ
い
て
 

は
、
入
学
前
か
ら
明
確
に
説
明
し
て
い
る
。
 

通
常
授
業
以
外
に
受
験
対
策
授
業
を
設
け
、
合
格
に
向
け
た
支
援
体
制
を
整
え
て
お
り
、
受
験
対
策
授
業
 

は
、
卒
業
生
も
在
校
生
と
同
様
に
受
講
す
る
こ
と
が
で
き
、
今
後
、
実
技
、
学
科
に
関
す
る

eラ
ー
ニ
ン
グ
の
導
入
 

も
検
討
中
と
し
て
お
り
、
そ
の
実
現
に
期
待
し
た
い
。
 

※
 
C
I
D
E
S
C
O

国
際
ラ
イ
セ
ン
ス
・
 
・
・
・
ョ
ー
ロ
ッ
パ
（
ス
イ
ス
）
に
本
部
を
置
く
、
国
際
的
な
エ
ス
テ
テ
イ
ッ
ク
関
連
団
 

体C
I
D
E
S
C
O
 

（
シ
デ
ス
コ
）
が
実
施
す
る
、
エ
ス
テ
テ
イ
シ
ャ
ン
の
認
定
資
格
。
 

3-1 2 教員・教員組織 

可  

当
該
専
門
学
校
が
求
め
る
人
材
を
確
保
す
る
た
め
専
修
学
校
及
び
養
成
施
設
と
し
て
必
要
な
資
格
要
件
を
 

満
た
し
た
教
員
を
採
用
し
て
い
る
。
非
常
勤
講
師
に
っ
い
て
も
資
格
要
件
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
、
面
 

接
や
実
技
試
験
を
行
い
採
用
し
て
い
る
。
 

教
員
に
対
す
る
研
修
は
、
新
人
研
修
な
ど
の
内
部
研
修
を
実
施
し
、
外
部
研
修
、
業
界
関
連
団
体
が
主
催
 

す
る
研
修
へ
参
加
さ
せ
る
な
ど
、
職
員
の
資
質
の
向
上
を
図
っ
て
い
る
。
 

教
員
組
織
に
っ
い
て
は
、
学
科
ご
と
に
責
任
者
を
配
置
し
、
学
科
間
で
の
情
報
共
有
に
努
め
て
い
る
が
、
授
 

業
改
善
の
た
め
の
組
織
的
な
取
組
み
な
ど
、
学
科
を
越
え
た
教
育
の
連
携
強
化
に
も
期
待
し
た
い
。
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基準4 学修成果 

4-13 就職率 

可
  

就職先の情報は、就職指導部が情報収集を行い、求人票を取りまとめ、各学科へ情報提供し

ている。また、学生に対しても、卒業生・サロン関係者による就職ガイダンスや、学校内における企

業・サロン説明会等を実施し、就職先の多様な情報提供に努めている。 

当該専門学校においては、サロン関係者との連携強化を図り、多くの就職先の多様な情報を

収集しており、その結果、就職率の向上が図られていることは評価できる。 

4-14 資格・免許の取得率 

可
  

資格試験の合格率 100％を目標設定とし、実技だけでなく、知識・学科に対する意識を向上さ

せることに心がけている。合格実績はデータ化しており、教育指導の改善の資料として活用してい

る。 

また、資格取得ができなかった者にっいてもフオローアップ授業の受講を呼びかけ、資格取得

に向けた学習支援を行っている。 

これらの指導の結果、過去 3カ年の国家試験の当該専門学校の国家試験合格率は、ほぼ全国

平均を超える水準になっている。 

4-15 卒業生の社会的評価 

可  

毎
年
、
担
任
教
員
を
中
心
と
し
て
、
卒
業
生
の
就
職
先
訪
問
を
実
施
し
て
お
り
、
来
校
し
た
卒
業
生
に
対
し
て
 

は
、
ア
ン
ケ
ー
ト
を
求
め
、
実
態
把
握
に
努
め
て
い
る
。
 

ま
た
、
学
校
の
同
窓
会
組
織
を
通
じ
て
、
卒
業
生
の
近
況
把
握
に
努
め
て
い
る
が
、
情
報
の
収
集
が
十
分
で
 

な
い
た
め
、
当
該
専
門
学
校
と
し
て
は
、
今
後
、
同
窓
会
組
織
の
活
動
を
中
心
に
、
情
報
交
換
や
情
報
収
集
を
 

活
発
に
行
え
る
よ
う
環
境
を
整
備
し
て
い
き
た
い
と
し
て
い
る
。
 

基準5 学生支援 

5-1 6 就職等進路 

可 就職指導部と担任教員が連携し、情報を共有しながら就職指導を行っている。 

学生の就職に関する意識調査を実施し、就職に当たっての心構えの付与、企業・サロン説明

会など、学生にとって必要な情報提供を行い、就職に関して積極的に指導している。 

具体的には、就職指導部が求人票をとりまとめ、データの処理、情報収集などを行い、学生へ

の面談は、主に担任教員があたっている。 

就職指導部が主催する会議を定期的に行い、未就職者0を目指し、情報交換する態勢を整え

ている。 
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5司7 中途退学への対応 

可
 
中
途
退
学
者
の
低
減
を
は
か
る
た
め
に
、
入
学
決
定
者
に
対
し
、
入
学
前
授
業
を
実
施
し
、
当
該
専
門
学
校
 

の
教
育
目
標
、
教
育
指
導
体
制
等
に
っ
い
て
理
解
を
深
め
、
不
安
を
な
く
す
よ
う
努
め
て
い
る
。
 

ま
た
、
入
学
後
の
学
習
面
や
心
理
面
の
サ
ポ
ー
ト
は
、
学
生
と
の
面
談
を
通
し
て
行
っ
て
い
る
。
 

専
任
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
配
置
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
教
職
員
を
学
校
内
外
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
に
関
す
る
研
修
 

会
に
参
加
さ
せ
、
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
を
図
っ
て
い
る
が
十
分
で
な
く
、
今
後
は
、
中
途
退
学
対
策
委
員
会
等
の
ワ
ー
 

キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
を
立
ち
上
げ
、
中
途
退
学
低
減
に
っ
い
て
組
織
的
に
取
組
む
と
し
て
い
る
。
 

5-18 学生相談 

可
  

「 	現在、専任カウンセラー、相談室は設けていないが、教員が個々に対応しており、担任外の教 

員であっても適宜相談に応じている。卒業生からの相談もあり、可能な限り教職員全体で対応す

るようにしている。 

相談があった場合、他の教職員でも対応が可能となるよう、情報を共有している。 

平成27 (2015）年 12 月には産業医と委託契約を締結し、学生のカウンセリング指導、教職員

のメンタルへルス対策も含めた体制づくりに取組んでいる。 

5-19 学生生活 

可 経済的支援では、入学前から適宜説明会を開催し、日本学生支援機構、地方公共団体等の

奨学金制度、学校独自の給付金などにっいて説明し、必要に応じ給付等が受けられように努め

ている。 

健康管理にっいては、校医を選任し、毎年定期健康診断を実施するとともに、学校の保健安

全計画等にっいて指導助言を受けている。また学生寮にっいては、寮の運営会社と提携し、近

隣の学生寮を紹介している。 

クラブ活動では、現在、野球部、卓球部が活動しており、各種団体が主催する大会に参加して

いる。クラブ活動に関しては、学習への影響や怪我等に考慮しながら、適切に運営されており、 

学生傷害保険にも加入し、補償面でも配慮している。 

5-20 保護者との連携 

可
  

年に1回、育友会（保護者会）総会を開催し、授業参観を行っており、専門課程においては、 

育友会総会後に保護者面談を実施している。 

高等課程においては、総会後に限らず、学期毎に保護者面談を実施している。 

その他、必要に応じ、担任教員が保護者に現状報告し、適宜、面談を行い、連携しながら問題

の解決を図っている。 
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5-21 卒業生・社会人 

可
  

当該専門学校の後援会会員のサロンに就職した卒業生に関して、年 1回総会を行い、講演会

や業界向けセミナーなどを実施している。また、再就職に関しては、面談しながら就職を斡旋する

サポートを行っている。 

産学連携の取組みとしては、現在、理容、美容業界で活躍している講師に特別授業を依頼し

最新の業界の動向を学べるようにしている。 

社会人の資格取得に対するニーズへの対応として、厚生労働省の専門実践教育訓練給付金

制度を利用した学生の受入れ体制を整備しているが、活用実績が少ないため、さらなる周知が必

要であるとしている。 

基準6 教育環境 

6-22 施設・設備等 

可
  

施設設備は、設置基準、関係法令等に基づき整備している。当該専門学校の校舎は 5 館であ

るが、各館は、基本的に学科ごとに割り振られ、教育活動が円滑に進むよう配慮している。 

また、実習室は、現場と同様の設備を有し、実践的な実習授業を効果的に行えるようにしてい

る。特徴ある施設として、特にプロフエッショナルとしての意識を醸成するため、実際のエステサロ

ンを学内に設け、教員の指導を受けながら来客実習を行っている。 

施設の清掃は、学生生徒が行い美化に努めている。 

施設・設備の管理は、管理会社に委託しているが、複数の業者を確保し、急な修繕にも対応で

きるようにしている。 

6-23 学外実習・インタ一ンシップ等 

可
  

海外研修は、任意参加であるが、理容美容系は、ョーロッパ研修を実施しており、著名な美容

家の経営する世界でも有数の企業等での研修を実施している。当該研修は、単なる見学でなく、 

研修先が用意したモデルでカットやシャンプーの実習も行っている。 

ビジネス美容科は、ョーロッパのエステサロンにて研修を行い、技術者・モデルの両方を体験し、 

両面の視点を持てるようにしている。 

理容科、美容科のサロンへのインターンシップは、1年次冬期に、実習先のサロンのスケジュー 

ルに合わせて実施している。1年次に行うことは、2年次から学習意欲の向上を図る効果があると

している。 

ビジネス美容科は、学内のサロン形式の施設を使用し、来客実習を行っている。一般の利用者

を迎え入れ行う当該実習は、就職後のシミュレーションとして教育効果を上げている。 
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6-24 防災・安全管理 

可
  

防災の組織体制は、各部署からメンバーを選出し、防災・災害対策ワーキンググループを編成 

している。全教職員が消防設備等を理解・把握し、避難誘導を行うことができるよう、消防署に依 

頼し、毎年避難訓練を行っている。 

建物の耐震基準は、それぞれの建築時の基準に準じており、施設の安全点検のためのチエッ 

クリストを活用し、点検体制を整えている。大規模災害時の非常食などを備蓄し、学生生徒に管 

理させ、防災に対する意識付けを行っている。 

防犯対策として、警備会社に委託し、トータルに安全管理を行っている。 

特別な管理が必要な危険物は保管していないが、共通の教材、用具などは、カギ付きの倉庫 

に保管し、各倉庫には責任者を配置している。 

基準7 学生の募集と受入れ 

7-25 学生募集活動 

可
  

高等学校等への情報提供として、進学説明会や会場説明会に積極的に参加している。 

また学校独自に、高等学校教諭向け説明会や保護者向け説明会を実施し、業界動向や教育 

活動にっいての情報提供を行うとともに、最新の情報を掲載した業界通信を、希望に応じ高等学 

校に対し定期的にFAXで送信している。 

入学希望者の進路選択時に対応できるよう、入試方法や願書受付時期などを適切に設定して 

おり、入学予定者の進学意識やモチべーション維持を目的とした入学前教育も実施している。 

募集時期など公益社団法人東京都専修学校各種学校協会の定めたルールを厳守して募集 

活動を行っている。入学志願者に対しては、専用フリーダイャルを設置し、来校者に対しても、施 

設見学や個別相談に対応できるよう態勢を整えている。学校案内やホームページ等では正確な 

情報に基づき、内容を理解できるよう工夫している。 

学校説明会等の設定にっいては、入学志願者の状況に応じ、実施内容・開催時期等を工夫 

し、多くの参加機会を提供している。開催に際しては、身近な存在である在校生をスタッフとして 

参加させ、入学後をイメージできるようにしている。 

入試の時期は、入学後に情報の理解不足から早期退学にっながることのないよう、早い時期の 

実施を避け、十分な進路選択が行えるように設定している。 

募集活動における個人情報は、関連法規に基づき、徹底した管理を行っており、特に SNS に 

対応したソーシャルメデイアポリシー及びソーシャルメデイアガイドライン（教職員用・学生生徒用） 

を策定し、自主規制に努めている。 

当該専門学校では、留学生の受入れも行っているが、現在、少数にとどまっている。業界全体 

の国際化の流れの中で、当該専門学校における留学生への教育に期待したい。 

一54 



7-26 入学選考 

可
・
 

入学選考は、書類選考・作文・筆記試験・面接によって適正に行われており、当該基準にっい

ては、募集要項に明示している。合否は、明確な選考基準を設け、選考会議によって決定してい

る。 

学科毎に合格率及び辞退率をデータ化し、入学者の傾向を分析している。また、入学後に入

学者調査を実施し、入学に至るまでの傾向を把握し、募集活動に反映させている。 

7-27 学納金 

可  

学
納
金
は
、
経
費
内
容
等
か
ら
算
定
し
、
理
事
会
で
決
定
し
て
い
る
。
学
納
金
の
水
準
に
っ
い
て
は
、
同
分
 

野
の
他
校
と
比
較
し
、
適
切
に
設
定
し
て
い
る
。
 

す
べ
て
の
学
生
生
徒
の
修
業
年
限
に
必
要
な
学
納
金
は
、
総
額
を
募
集
要
項
に
明
示
し
て
い
る
。
 

基準8 財 務 

8-28 財務基盤 

可
  

設置法人の貸借対照表等の財務数値は、おおむね良好であり、財務基盤に特段の問題は

ないと考えられる。 

一方、当該専門学校は、定員充足比率、入学者比率といずれも定員を割り込んでおり、学生

生徒等納付金、検定料は、年度により増減があるものの減少傾向にあり、収入面での懸念があ

る。 

支出面では、人件費、経費の節減が行われているものの、人件費比率は、全国平均に比し

高く、教育研究費比率も全国平均に比し下回っているが上昇傾向にある。その結果、単年度の

消費収支は、支出超過になっており、収容定員の充足、経費の見直しなど単年度の収支改善

に向け早急に対策を図ることが望まれる。 

8-29 予算・収支計画 

可
  

事業計画及び予算は、理事会、評議員会において決定しており、決定のプロセスが明

確になっていることは評価できる。 

自己評価では、中長期の目標・計画は明確にあるとしているが、将来構想は、抽象的

な表現にとどまっており、定量的かっ具体的な計画の策定が望まれる。 

また、事業計画は、中長期計画と予算の関連性を明確にした計画の策定が望まれる。 

8-30! 監査 

可
  

りュ、立学校法及び寄附行為に基づき、監事監査を年 1回行っている。 

また、公認会計士の書面による監査を毎月行い、助言を受けている。 

実地監査も年 3 回、延べ 15 日ほど実施しており、その都度、助言を受け、適切な会計処理に

努めている。 
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8-31 財務情報の公開 

可
  

財務書類閲覧規程を整備し、開示請求のあった場合は、規定に基づき、開示するようになって

いる。財務書類にっいては、既にホームページに掲載し、積極的に公表している。 

基準9 法令等の遵守 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守 

可
  

専修学校設置基準及び養成指定等に関する関係法令を遵守し、学校運営を行っている。 

また建築・設備、消防等に関係する各種法令及び設置学科単位で満たさなければならない

指定基準を遵守し、適正に運用している。 

9-33 個人情報保護 

可  

設
置
法
人
で
個
人
情
報
保
護
規
程
を
定
め
、
教
職
員
会
議
及
び
講
師
研
究
会
（
非
常
勤
講
師
対
象
）
等
に
 

お
い
て
、
適
正
な
運
用
及
び
管
理
を
継
続
的
に
行
え
る
よ
う
に
取
組
ん
で
い
る
。
 

特
に
ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
イ
ア
の
利
用
に
関
し
て
は
、
教
員
、
学
生
等
に
よ
り
適
正
な
利
用
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
独
 

自
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
し
、
啓
発
に
取
組
ん
で
い
る
。
 

9-34 学校評価 

可  

自
己
点
検
評
価
委
員
会
を
設
け
、
自
己
点
検
評
価
報
告
書
を
毎
年
作
成
し
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
 

い
る
。
 

学
校
関
係
者
評
価
を
実
施
し
、
結
果
に
っ
い
て
は
、
自
己
評
価
報
告
書
と
と
も
に
ホ
一
ム
ペ
ー
ジ
上
に
掲
 

載
し
公
表
し
て
い
る
。
 

評
価
の
結
果
に
っ
い
て
は
、
理
事
会
、
評
議
員
会
に
報
告
し
、
後
援
会
（
支
援
サ
ロ
ン
）
及
び
育
友
会
（
保
護
 

者
）
の
役
員
へ
も
内
容
を
伝
え
、
学
校
運
営
、
教
育
活
動
の
改
善
に
活
用
し
て
い
る
。
 

9-35 教育情報の公開 

可  

職
業
実
践
専
門
課
程
の
認
定
学
科
の
基
本
情
報
、
自
己
評
価
及
び
学
校
関
係
者
評
価
報
告
書
、
財
務
 

情
報
な
ど
の
教
育
情
報
は
、
ホ
ー
ム
ペ
一
ジ
上
に
掲
載
し
公
表
し
て
い
る
。
 

教
育
情
報
公
開
に
あ
た
り
、
当
該
専
門
学
校
の
入
学
希
望
者
等
に
と
っ
て
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
の
情
報
 

入
手
が
一
番
身
近
な
ッ
ー
ル
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
充
実
に
力
を
入
れ
て
い
る
。
 

検
索
者
自
身
が
必
要
と
す
る
箇
所
へ
簡
単
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
こ
と
と
、
簡
単
明
瞭
に
表
現
す
る
こ
と
を
優
先
 

し
、
さ
ら
に
は
、
パ
ソ
コ
ン
か
ら
の
検
索
よ
り
も
、
移
動
中
で
あ
っ
て
も
簡
単
に
検
索
で
き
る
ス
マ
ー
ト
フ
オ
ン
等
か
 

ら
の
ア
ク
セ
ス
対
応
を
今
後
強
化
す
る
と
し
て
い
る
。
 

ま
た
授
業
見
学
を
積
極
的
に
受
け
入
れ
、
育
友
会
（
保
護
者
会
）
組
織
で
は
、
年

1回
（

5月
）
授
業
参
観
を
 

実
施
し
、
授
業
内
容
を
直
に
見
学
で
き
る
機
会
を
設
け
て
い
る
。
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基準10 社会貢献・地域貢献 

10-36 地域貢献・社会貢献 

可
  

当該専門学校ではCSR（企業等の社会的責任）委員会を設け、ワーキンググループ別に地

域貢献・社会貢献活動を実践しており、荒川区の委託による区民に対するネイルメイク講座、小

学校の文化祭でのハンドマッサージの体験など、積極的な活動を展開している。 

10-37 ボランテイア活動 

可
  

ボランテイア活動においてもCSR委員会が主体となり、近隣の高齢者施設での美容指導や、 

地域のお祭りでのブース参加、子育て世代の方へのノぐノぐママスクール、がん啓発イべントでの

ハンドマッサージのサービスなど実践している。 

老人ホームへのボランテイア活動にっいては、修得した技術を教員指導のもとで提供してお

り、実際の接客を体験できる貴重な学びの場となっている。この活動には、クラス単位で学生全

員が参加している。 

その他のボランテイア活動は、希望者を募集し、活動への意欲は非常に高く、2 年続けて参

加を希望する学生・生徒が増えており、技術を提供する喜びや、触れ合いを意識するなど授業

では得る事の出来ない教育効果を上げている。 
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